
茨城労働局
雇用環境･均等室

静岡労働局
雇用環境･均等室

次世代法・女活法に基づく「くるみん」、「えるぼ
し」認定を取得しましょう



1. 認定の流れ・認定を受けるメリット
2. 「次世代育成支援対策推進法」に基づく認定制度

① くるみん認定
② プラチナくるみん認定
③ トライくるみん認定
④ プラス認定
⑤ くるみん認定・プラチナくるみん認定・トライくるみん認定の認定

基準等の改正及び経過措置について

3. 「女性活躍推進法」に基づく認定制度
① えるぼし認定・プラチナえるぼし認定の概要
② 女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準
③ その他の基準

4. 参考資料

2

＜説明会内容＞
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1. 認定の流れ・認定を受けるメリット



認定の流れ

4

女性活躍推進法
(えるぼし認定 ⇒ プラチナえるぼし認定の流れ)

次世代育成支援対策推進法
(くるみん認定・トライくるみん認定 ⇒ プラチナくるみん認定の流れ)

一般事業主行動計画の策定・届出

行動計画の実施

計画期間終了後、都道府県労働局へ「くるみん」、または
「トライくるみん」の認定申請

行動計画に定めた目標を達成するなど一定の要
件を満たした場合、「子育てサポート企業」と
して認定。認定基準により、「くるみん」、ま
たは「トライくるみん」マークを付与

くるみん認定・トライくるみん認定企業が、認定後の行動計画の期
間終了後、都道府県労働局へ「プラチナくるみん」の認定を申請

優良な「子育てサポート企業」として認定、「プラチ
ナくるみん」マークを付与
※ プラチナくるみん認定企業は、行動計画の策定・届出が免除

されるが、毎年少なくとも１回、次世代育成支援対策の実施
状況を外部へ公表する必要あり

一般事業主行動計画の策定・届出

女性の活躍に関する情報公表

行動計画の策定・届出を行った事業主のう
ち、女性の活躍推進に関する状況が優良で
ある等の一定の要件を満たした場合に認定、
えるぼしマークを付与

えるぼし認定を受けた事業主のうち、女性の活躍
推進に関する状況が優良である等の一定の要件を
満たした場合に「プラチナえるぼし」認定

都道府県労働局へ「えるぼし」認定申請

えるぼし認定事業主が、都道府県労働局へ「プラチナえるぼし」
認定申請

※ マークに表示される星の数は、これまでに認定を受けた回数を表わします ※ 認定の段階は、評価基準を満たす項目数に応じて３段階あります



認定を受けるメリット
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認定マークの表示
・商品
・役務の提供の用に供するもの
・商品役務または事業主の広告
・商品または役務の取引に用いる書類または通信
・事業主の営業所、事務所その他の事業場
・インターネットを利用した方法により公衆の閲覧に供する情報
・労働者の募集の用に供する広告または文書

・公共調達で加点評価を受けることができ、有利になる場合があります。
（認定の種類により配点は異なります。）

公共調達における優遇措置

日本政策金融公庫における融資制度
・日本政策金融公庫の「働き方改革推進支援資金（企業活力強化貸付）」を通常よりも低金利で

利用することができます。
※詳しくは、日本政策金融公庫のホームページをご参照ください。

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/hatarakikata_m.html

認定を受けた事業主であることをPR
することにより、優秀な人材の確保
や企業イメージの向上などにつなが
ることが期待できます。
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2. 「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く認定制度

②くるみん認定



くるみん認定基準（認定基準１～４）
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くるみん認定を受けるためには、以下の１０項目の認定基準を全て満たす必要があります。

認定基準１ 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。

認定基準２ 行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。

認定基準３ 策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。

認定基準４ 策定・変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること。
※行動計画の変更をしている場合、変更前後の周知・公表資料が必要となります。

 行動計画には、行動計画策定指針の「六一般事業主行動計画の内容に関する事項」の「１ 雇用環境の
整備に関する事項」（１）妊娠中の労働者及び子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立等
を支援するための雇用環境の整備、（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備、に示された
項目のうち、１項目以上が盛り込まれていなければなりません。これらの取組の具体例は、次のスライ
ドの「１．雇用環境の整備に関する事項」をご覧ください。

Point

 常時雇用する労働者数に関わらず、令和7年4月1日以降に行動計画の策定・変更をしている場合には
「育児休業等の取得状況」及び「労働時間の状況」についての数値目標を設定し、達成する必要があり
ます。

Point
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行動計画の「目標」「対策」は、以下の事項を参考に設定して下さい。
詳細は、行動計画策定指針の「六 一般事業主行動計画の内容に関する事項」
https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/kaisei/kaisei-houshin.html をご参照下さい。

（１）育児をしている労働者の両立を支援するための雇用環境の整備の取組
 妊娠中および出産後の労働者の健康管理や相談窓口の設置、配偶者が流産・死産した労働者が休暇を取得しやすい環

境の整備等
 配偶者出産休暇制度など、子育てを目的とした企業独自の休暇制度の創設
 小学校第4学年以降の子や孫の子育てを目的とした企業独自の休暇制度の創設
 「産後パパ育休」や｢パパ・ママ育休プラス｣の制度や専業主婦の夫でも育児休業を取得できることについての全労働

者に対する周知など、男性の育児休業取得を促進するための措置の実施
 育児休業中の待遇、育児休業後の賃金・配置その他の労働条件に関する事項についての全労動者に対する周知・個別

周知
（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備等の取組
 ノー残業デーの導入・拡充や企業内の意識啓発などによる時間外・休日労働の削減
 年次有給休暇取得の促進
 短時間正社員等の多様な正社員制度の導入・定着

１．雇用環境の整備に関する事項

２．その他の次世代育成支援対策

（１）対象を自社の労働者に限定しない、雇用環境整備以外の取組の例
 託児室・授乳コーナーの設置などによる子育てバリアフリーの推進
 地域における子育て支援活動への労働者の積極的な参加の支援など、子ども・子育てに関する地域貢献活動の実施

くるみん認定基準（認定基準１～４）



くるみん認定基準（認定基準5）
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認定基準５ 次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率が３０％以上であり、当該割合を厚生労

働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表していること。
【計算式】

（２）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率および企業独自の育児を目的とした休暇
制度利用率が、合わせて５０％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェブサイト「両立支
援のひろば」で公表していること、かつ、育児休業等を取得した者が１人以上いること。

【計算式】



くるみん認定基準（認定基準5）
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認定基準５ 〈労働者数300人以下の一般事業主の特例〉
計画期間内に男性の育児休業等取得者または企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者が
いない場合（男性の育児休業等取得者が０人、かつ企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用し
た者が０人）でも、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たします。

① 計画期間内に、子の看護等休暇を取得した男性労働者がいること（１歳に満たない子のた
めに利用した場合を除く）、かつ、当該男性労働者の数を「両立支援のひろば」で公表し
ていること。

② 計画期間内に、中学校卒業前（１５歳に達した後の最初の３月３１日まで）の子を育てる
労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること、かつ、当該男
性労働者の数を「両立支援のひろば」で公表していること。

③ 計画期間とその開始前の一定期間（最⾧３年間）を合わせて計算したときに、男性の育児
休業等取得率が３０％以上であり、当該割合を「両立支援のひろば」で公表していること。

④ 計画期間において、小学校就学前の子を養育する男性労働者がいない場合、中学校卒業前
（１５歳に達した後の最初の３月３１日まで）の子または小学校就学前の孫について、企
業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した男性労働者がいること、かつ、当該男性労
働者の数を厚生労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表していること。



くるみん認定基準（認定基準6）
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認定基準６ 計画期間における、女性労働者及び育児休業対象となる女性有期雇用労働者の育児休業等取得率
が、それぞれ７５％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公
表していること。

【計算式】

＜労働者数が３００人以下の一般事業主の特例＞
計画期間内の女性労働者又は育児休業の対象となる女性有期雇用労働者の育児休業等取得率が７５％
未満だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最⾧３年間）を合わせて計算したときに、
女性労働者又は育児休業の対象となる女性有期雇用労働者の育児休業等取得率が７５％以上であり、
当該割合を「両立支援のひろば」で公表していれば基準を満たします。



くるみん認定基準（認定基準７）
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認定基準７ 計画期間の終了日の属する事業年度において次の（１）と（２）のいずれかを満たしていること、
かつ（３）を満たしていること。
なお、認定申請時にすでに退職している労働者は（１）～（３）のいずれも、分母にも分子にも
含みません。

（１）フルタイムの労働者の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月３０時間未満であること。
○各月ごとに、以下のように計算してください。

（２）フルタイムの労働者のうち、２５～３９歳の労働者の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月４５時間未満であるこ
と。〈新規〉

○各月ごとに、以下のように計算してください。

（３）月平均の法定時間外労働６０時間以上の労働者がいないこと。
○労働者ごとに、以下のように計算してください。



くるみん認定基準（認定基準８～９）
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認定基準８ 次の①～③のいずれかの措置について、成果に関する具体的な目標を定めて実施している
こと。

① 男性の労働者の育児休業等の取得期間の延伸のための措置
【例】(ⅰ)育児休業等取得者の代替業務に対応する労働者の確保、業務代替への手当等の実施

(ⅱ) 職場と家庭の両立において貢献できる職場風土づくりに向けた意識啓発の実施
② 年次有給休暇の取得の促進のための措置

【例】(ⅰ) 年次有給休暇の計画的付与制度の導入
(ⅱ) 年間の年次有給休暇取得計画の策定

③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働条件の
整備のための措置
【例】(ⅰ) 短時間正社員制度の導入

(ⅱ) 在宅勤務等の導入

【成果に関する具体的な目標の例】 ※遅くとも計画終了時までに定めておく!
〇安心して休業を取得し、職場復帰できる環境に向けたハラスメント防止研修を四半期に１回実

施する
〇職場優先意識を是正するためのセミナーを年〇回開催する

認定基準９ 法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。
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2. 「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く認定制度

③プラチナくるみん認定



プラチナくるみん認定
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 くるみん認定又はトライくるみん認定企業のうち、より高い水準の取組を行った企業が、一定の要件を満た
した場合、必要書類を添えて申請を行うことにより、優良な「子育てサポート」企業として厚生労働大臣の
特例認定（プラチナくるみん認定）を受けることができます。

 特例認定を受けると、くるみん認定、トライくるみん認定と同じように、プラチナくるみんマークを商品、
広告、求人広告などに付けることができ、子育てサポート企業であることのＰＲ効果がさらに高まります。
さらに、公共調達の加点評価等を受けることができます。
※プラチナくるみん認定を受けるためには、事前にくるみん認定又はトライくるみん認定を受けている必要

があります。また、プラチナくるみん認定の申請ができる行動計画は、直近の行動計画に限ります。
 特例認定企業は、行動計画の策定・届出の代わりに「次世代育成支援対策の実施状況」について、毎年少な

くとも１回、公表日の前事業年度における実施状況の公表を行う必要があります。

プラチナくるみん認定とは

プラチナくるみん認定基準

 特例認定を受けるためには、１２項目の特例認定基準を全て満たす必要があります。
 特例認定基準のうち以下のものは、くるみん認定の認定基準と同じです。

特例認定基準１～４ ⇒ くるみん認定の認定基準１～４と同じ
特例認定基準７ ⇒ くるみん認定の認定基準７と同じ
特例認定基準１１ ⇒ くるみん認定の認定基準９と同じ

〈プラチナくるみんマーク〉



プラチナくるみん認定（特例認定基準5）
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特例認定基準５
次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率が５０％以上であること。

【計算式】

（２）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率および企業独自の育児を目的とした休暇
制度利用率が、合わせて７０％以上であり、育児休業等を取得した者が１人以上いること。

【計算式】
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特例認定基準５ 〈労働者数300人以下の一般事業主の特例〉
計画期間内に男性の育児休業等取得者または企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者が
いない場合（男性の育児休業等取得者が０人、かつ企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用し
た者が０人）でも、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たします。

① 計画期間内に、子の看護等休暇を取得した男性労働者がいること（１歳に満たない子のた
めに利用した場合を除く）

② 計画期間内に、中学校卒業前（１５歳に達した後の最初の３月３１日まで）の子を育てる
労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること

③ 計画期間とその開始前の一定期間（最⾧３年間）を合わせて計算したときに、男性の育児
休業等取得率が５０％以上であること

④ 計画期間において、小学校就学前の子を養育する男性労働者がいない場合、中学校卒業前
（１５歳に達した後の最初の３月３１日まで）の子または小学校就学前の孫について、企
業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した男性労働者がいること

プラチナくるみん認定（特例認定基準5）



プラチナくるみん認定（特例認定基準６・８）
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特例認定基準６ 計画期間における、女性労働者及び育児休業の対象となる女性有期雇用労働者の育児休業等
取得率が、７５％以上であること。

【計算式】

＜労働者数が３００人以下の一般事業主の特例＞
計画期間内の女性労働者又は育児休業の対象となる女性有期雇用労働者の育児休業等取得率が７５％未満だった場合で
も、計画期間とその開始前の一定期間（最⾧３年間）を合わせて計算したときに、女性の育児休業等取得率が７５％以
上であれば基準を満たします。

特例認定基準８ 次の①～③のすべての措置を実施しており、かつ、①または②のうち、少なくともいずれか
一方について、定量的な目標（※）を定めて実施し、その目標を達成したこと。

① 男性労働者の育児休業等の取得期間の延伸のための措置
② 年次有給休暇の取得の促進のための措置
③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働条

件の整備のための措置
※定量的な目標とは、成果にかかる数値目標をいいます。
【例】・年平均所定外労働時間を○％削減する

・年次有給休暇取得率を○％以上とする



プラチナくるみん認定（特例認定基準９）

19

特例認定基準９ 次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１）子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日まで継続して在職（育児休業等を利用して

る者を含む）している者の割合が９０％以上であること。
【計算式】

（２）子を出産した女性労働者および子を出産する予定であったが退職した女性労働者の合計数の
うち、子の１歳誕生日まで継続して在職している者（子の１歳誕生日に育児休業等を利用し
ている者を含む）の割合が７０％以上であること。

【計算式】

＜労働者数が３００人以下の一般事業主の特例＞
計画期間内に（１）が９０％未満かつ（２）が７０％未満だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期
間（最⾧３年間）を合わせて計算したときに、上記の（１）が９０％以上または（２）が７０％以上であれ
ば、基準を満たします。



プラチナくるみん認定（特例認定基準１０）

20

特例認定基準１０ 育児休業等をし、または育児を行う男女労働者が、職業生活との両立を図りながら、その
意欲を高め、かつその能力を発揮することで活躍できるような能力の向上またはキャリア
形成の支援のための取組にかかる計画を策定し、実施していること。

○例えば、以下のような取組のうち、いずれか１つ以上について実施していることをいいます。
（１）子育て中の男女労働者に向けた取組

① 育児休業からの復職後又は子育て中の男女労働者を対象とした能力の向上のための取組又はキャリア形成をし
えんするためのカウンセリング等の取組

② 今後のキャリア形成の希望に応じた両立支援制度の利用や配偶者との家事分担等の検討を促すためのキャリア
研修の実施

③ その他これらに準ずる措置
（２）管理職に向けた取組等

① 育児休業制度や短時間勤務制度等を利用しても中⾧期的に処遇上の差を取り戻すことが可能となるような承認
基準及び人事評価制度の見直しに向けた取組

② 育児休業や短時間勤務制度等の制度利用者のために業務を代替する周囲の労働者の業務見直しや評価への配慮
が求められることについての管理職向けの情報提供や研修の実施

③ その他これらに準ずる措置

〈留意事項〉
〇当該計画は、計画期間前の終了時までに実施されていればよいものです。
〇当該計画に定めた取組は、計画期間の終了日まで継続して実施されている必要があります。
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2. 「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く認定制度

④トライくるみん認定



トライくるみん認定

22

 令和４年４月からスタートした新しい認定制度です。
 認定基準は、改正前のくるみんと同じです。
 認定を受けると、くるみん認定、プラチナくるみん認定と同じように、トライくるみん

マークを、商品、広告、求人広告などに付けることができ、子育てサポート企業であるこ
とをPRできます。さらに、公共調達の加点評価等を受けることができます。

 トライくるみん認定を受けていれば、くるみん認定を受けていなくても直接プラチナくる
みん認定を申請できます。

トライくるみん認定とは

トライくるみん認定基準
 認定を受けるためには、９項目の認定基準を全て満たす必要があります。
 トライくるみん認定基準１～４、８～９は、くるみん認定の認定基準と同じです。

認定基準５ 次の（１）または（２）のいずれかを満たしていること。
（１）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率が１０％以上であること。
（２）計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率および企業独自の育児を目的とした休暇

制度利用率が、合わせて２０％以上であり、かつ、育児休業等を取得した者が１人以上いる
こと。

認定基準６ 計画期間における、女性労働者及び育児休業の対象となる女性有期雇用労働者の育児休業等取得
率が、それぞれ７５％以上であること。

〈トライくるみんマーク〉



認定基準７ 計画期間の終了日の属する事業年度において次の（１）と（２）のいずれも満たしてい
ること。なお、認定申請時にすでに退職している労働者は（１）・（２）のいずれも、
分母にも分子にも含みません。

（１）フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月４５時間未満であること。
○各月ごとに、以下のように計算してください。

（２）月平均の法定時間外労働６０時間以上の労働者がいないこと。
○労働者ごとに、以下のように計算してください。

トライくるみん認定

23
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2. 「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く認定制度

⑤プラス認定



プラス認定

25

 令和４年４月からスタートした新しい認定制度です。
 認定を受けると、くるみん認定、プラチナくるみん認定、トライくるみん認定にプラスマー

クを追加して、商品、広告、求人広告などに付けることができ、子育てサポート企業である
ことにプラスして、不妊治療と仕事との両立をサポートする企業であることもPRできます。

プラス認定とは

 認定を受けるためには、くるみん等の認定基準を満たした上で、以下の４項目のプラス認定基準を全て満た
す必要があります。

認定基準１ 次の（１）及び（２）の制度を設けていること。
（１）不妊治療のための休暇制度（不妊治療を含む多様な目的で利用することができる休暇制度や利用目的を限

定しない休暇制度を含み、年次有給休暇は含まない。）
（２）不妊治療のために利用することができる、半日単位・時間単位の年次有給休暇、所定外労働の制限、時差

出勤、フレックスタイム制、短時間勤務、テレワークのうちいずれかの制度
認定基準２ 不妊治療と仕事との両立に関する方針を示し、講じている措置の内容とともに社内に周知してい

ること。
認定基準３ 不妊治療と仕事との両立に関する研修その他の不妊治療と仕事との両立に関する労働者の理解を

促進するための取組を実施していること。
認定基準４ 不妊治療を受ける労働者からの不妊治療と仕事との両立に関する相談に応じる担当者（両立支援

担当者）を選任し、社内に周知していること。

認定マーク
「くるみんプラス」

プラス認定基準
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2. 「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く認定制度

⑤くるみん認定・プラチナくるみん認定・
トライくるみん認定の認定基準等の改正
及び経過措置について



新基準旧基準
75％なし育児休業等をすることができる女性

有期雇用労働者の育児休業等取得率

認定基準
（共通）

①男性労働者の育児休業等の取得期間の
延伸

②年次有給休暇の取得の促進
③短時間正社員制度、在宅勤務等その他

働き方の見直しに関する多様な労働条件
の整備

①所定外労働の削減

②年次有給休暇の取得の促進
③短時間正社員制度、在宅勤務等そ
の他働き方の見直しに関する多様な
労働条件の整備

成果に関する具体的な目標を定めて
実施する措置の選択肢

30％

50％

10％

20％

男性労働者の育児休業等取得率
又は
男性労働者の育児休業等・育児目的
休暇の取得率

くるみん
認定基準

30時間未満（全てのフルタイム労働者）
又は45時間未満（ 25～39歳のフルタイ
ム労働者）

45時間未満（全てのフルタイム労働
者）

雇用する労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び
休日労働の合計時間数

10％

20％

７％

15％

男性労働者の育児休業等取得率
又は
男性労働者の育児休業等・育児目的
休暇の取得率

トライ
くるみん
認定基準

50％

70％

30％

50％

男性労働者の育児休業等取得率
又は
男性労働者の育児休業等・育児目的
休暇の取得率

プラチナ
くるみん
認定基準

30時間未満（全てのフルタイム労働者）
又は45時間未満（ 25～39歳のフルタイ
ム労働者）

45時間未満（全てのフルタイム労働
者）

雇用する労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び
休日労働の合計時間数

男性労働者及び女性労働者女性労働者能力の向上又はキャリア形成の
支援のための取組に係る計画の策定
及び実施の対象

くるみん認定基準の主な改正内容

27



旧基準でも可

行動計画①

R３年度 ４ ５ ７６ ８ ９ 10 1211

経過措置期間

旧基準でも可

行動計画②

新基準が適用

新基準が適用

行動計画③

新基準が適用
行動計画④

行動計画⑤

※計画期間の時期にかかわらず、経過措置期間に申請を行った場合、旧基準で認定を受けることができる。

行動計画期間

施行から２年間のくるみん認定基準の経過措置について

申請時点

くるみん認定等の基準の改正（※）については、令和９年３月31日までは旧基準で申請することができる。
※ 男性の育児休業等取得率等の引き上げ、育児休業等をした女性有期雇用労働者の割合（75％以上）の追加等

令和６年度末までの計画期間を含む
行動計画の経過措置については
次ページ参照

Ｒ９年
３月３１日

改正基準施行
Ｒ７年４月１日
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育休取得者10人
対象者30人 33％ ←新基準（30％）達成

申請対象者15人
取得者2人

対象者10人
取得者2人

対象者10人
取得者4人

対象者20人
取得者6人

令和６年度末までの計画期間を含む
計画期間すべてを対象にした場合

育休取得者14人
対象者55人 ＝ 25％ ←新基準（30％）未達

令和７年度以降の計画期間を対象にした場合 ＝

【例】くるみん認定申請に係る計画期間が令和５年度から８年度までの４年間であった場合の
男性労働者の育児休業等取得率（新基準は30％）

令和６年度末までの計画期間を含む行動計画の経過措置について

R３年度 ４ ５ ７６ ８ ９ 10 1211

施行後の行動を評価するため、令和６年度末までに開始した行動計画で、
令和７年度以降にくるみん・トライくるみん・プラチナくるみん等の認定申請を行う場合は、
令和６年度末までの計画期間を含めずに、令和７年度以降の計画期間を計画期間とみなすことができる。

⇒ 令和７年度以降の計画期間での新基準達成により、くるみん認定の申請が可能

改正基準施行
Ｒ７年４月１日
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２回目公表に
ついての

公表前事業年度

１
回
目
公
表

２
回
目
公
表

１回目公表に
ついての

公表前事業年度

猶予期間＝新基準適用から１年

３
回
目
公
表

３回目公表に
ついての

公表前事業年度

プラチナくるみんの取消の運用について

公表前事業年度が
施行前

→旧基準適用

公表前事業年度が
猶予対象
→猶予！

公表前事業年度が
猶予対象
→猶予！

例：事業年度が３月から始まる企業の場合

〇猶予期間：公表前事業年度が施行日から令和８年３月31日までを含む場合は、当該事業年度分の公表に当たり、旧基準を満たして
いれば可とする。

⇒猶予期間が２事業年度をまたぐ場合は、２事業年度分の公表において、旧基準を満たしていれば可となる

１．猶予期間の考え方

・１回目公表 …公表前事業年度が新基準適用前なので旧基準を満たしていれば可
・２回目・３回目公表 …公表前事業年度が猶予期間含むため旧基準を満たしていれば可
・４回目公表以降 …新基準を満たすことが必要

プラチナくるみんは認定取得後、「両立支援のひろば」にて公表した「次世代育成支援対策の実施状況」が同じ項目で
２年連続で基準を満たさなかった場合に取消の対象となるが、今回の認定基準の改正に伴い、公表前事業年度が令和７
年４月１日から令和８年３月３１日までを含む場合は、新基準を満たしていなくても現行の基準を満たしていれば取消
の対象とはならない。

R6/3/1 R7/3/1 4/1 5/31            R8/3/1 3/31  5/31          R9/3/1 5/31

30



例：事業年度が４月から始まる企業の場合

〇猶予対象期間に該当する場合は「２回のカウントに含めない」というときの「２回」の考え方

【前提】１回目公表で（公表前事業年度が新基準適用前なので旧基準を満たしていれば可だが）旧基準を満たしていない場合 ⇒ ×１回目

・２回目公表 …猶予期間対象なので旧基準を満たしていれば可 旧基準を満たしていなければ ⇒ ×２回目で取消
旧基準を満たし新基準を満たしていない ⇒ ノーカウント

・３回目公表 …新基準適用 （２回目公表がノーカウントでも）今回新基準を満たしていなければ ⇒ ×２回目で取消
※猶予対象期間に過去の×回数がリセットされるものではない

３回目公表（猶予期間後）２回目公表（猶予対象）１回目公表

略○

○、△

〇：新基準達成
△：旧基準のみ達成
×：旧基準も未達成

新基準未達成 ⇒ ×（１回目）△

新基準達成 ⇒ リセット
×（1回目）

新基準未達成 ⇒ ×（2回目）取消

略○ ⇒リセット

×
（1回目）

新基準達成 ⇒ リセット
△

新基準未達成 ⇒ ×（2回目）取消

略×（2回目） ⇒取消

２．「２回連続」の考え方

R6/4/1 R7/4/1 6/30            R8/4/1 6/30           R9/4/1 6/30

１
回
目
公
表

２
回
目
公
表

１回目公表に
ついての

公表前事業年度

２回目公表に
ついての

公表前事業年度

猶予期間＝新基準適用から１年

３
回
目
公
表

３回目公表に
ついての

公表前事業年度

公表前事業年度が
施行前

→旧基準適用

公表前事業年度が
猶予期間後

→新基準適用

公表前事業年度が
猶予対象
→猶予！
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3. 「女性活躍推進法」に基づく認定制度

①えるぼし認定・プラチナえるぼし認定の概要



えるぼし認定・プラチナえるぼし認定の概要

33

えるぼし認定 :一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取組の実施状
況が優良である等の一定の要件を満たした場合に認定します。

 えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準の全てを満たし、その実績を「女性の活躍推進企業
データベース」に毎年公表していること。

３段階目
（星３つ）

 えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準のうち３つ又は４つの基準を満たし、その実績を
「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること。

 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連する
ものを実施し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」に公表するととも
に、２年以上連続してその実績が改善していること。

２段階目
（星２つ）

 えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準のうち１つ又は２つの基準を満たし、その実績を
「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること。

 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連する
ものを実施し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」に公表するととも
に、２年以上連続してその実績が改善していること。

１段階目
（星１つ）



※実績を 「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表する ことが必要

えるぼし認定・プラチナえるぼし認定の概要

34

プラチナえるぼし認定:えるぼし認定企業のうち、一般事業主行動計画の目標達成や女性の活躍推進に関する取組の実
施状況が特に優良である等の一定の要件を満たした場合に認定します。
※プラチナえるぼし認定企業は、一般事業主行動計画の策定・届出が免除されます。

 策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し 、 当該行動計画に定めた目
標を達成 したこと 。

 男女雇用機会均等推進者 、 職業家庭両立推進者を選任していること 。（※）

 プラチナえるぼしの管理職比率 、 労働時間等の５つの基準 の 全て を満たしてい
ること。（※）

 女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く ） のうち 、 ８項
目以上 を 「 女性の活躍推進企業データベース 」 で公表していること 。（※）

プラチナ
えるぼし
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3. 「女性活躍推進法」に基づく認定制度

②女性の職業生活における活躍の状況に関する
実績に係る基準



女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準
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プラチナえるぼしえるぼし評価項目

同左

次の(ⅰ)と(ⅱ)のいずれかに該当すること。

(ⅰ) 男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度であること。
（直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率×0.8」が、直近３
事業年度の平均した「採用における男性の競争倍率」よりも雇用管理区分ごと
にそれぞれ低いこと（期間の定めのない労働契約を締結する労働者として雇い
入れることを目的とするものに限る）。）

(ⅱ) 直近の事業年度において、次の①と②の両方に該当すること。
①正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４割を超え

る場合は４割）以上であること。
②正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業ごとの平均

値（平均値が４割を超える場合は４割）以上であること。
（※）正社員に雇用管理区分を設定していない場合は、①のみで可。

１．採用
（区）

※下線部分は令和２年６月１日から追加
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プラチナえるぼしえるぼし評価項目

左に掲げる基準
のうち、
①について、８
割以上
②について、９
割以上
であること。
(その他の基準
は同左）

(ⅰ) 直近の事業年度において、次の①と②のいずれかに該当すること。
① 「女性労働者の平均継続勤務年数」÷「男性労働者の平均継続勤務年数」が

雇用管理区分ごとにそれぞれ７割以上であること。
（※）期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る。

② 「女性労働者の継続雇用割合」÷「男性労働者の継続雇用割合」が雇用管理
区分ごとにそれぞれ８割以上であること。
（※）新規学卒採用者等として雇い入れた労働者であって、期間の定めのな
い労働契約を締結している労働者に限る。

(ⅱ) (ⅰ)を算出することができない場合は、以下でも可。
直近の事業年度において、正社員の女性労働者の平均継続勤務年数が産業ごと
の平均値以上であること。

２．継続
就業
（区）

※下線部分は令和２年６月１日から追加
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プラチナえるぼしえるぼし評価項目

同左

雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の
平均が、直近の事業年度の各月ごとに全て45時間未満であること。
• ｢各月の対象労働者の(法定時間外労働＋法定休日労働)の総時間数の合計」÷｢対

象労働者数｣＜ 45 時間

これにより難い場合は、
• ［「各月の対象労働者の総労働時間数の合計」－「各月の法定労働時間の合計＝

(40×各月の日数÷7)×対象労働者数」］ ÷「対象労働者数」＜ 45 時間

３．
労働時間等
の働き方
（区）
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プラチナえるぼしえるぼし評価項目

(ⅰ) 直近の事業年度において、管理職に占める女性
労働者の割合が産業ごとの平均値の1.5倍以上
であること。

ただし、1.5倍後の数字が、
(ⅱ)15%以下の場合:管理職に占める女性労働者の

割合が15%以上（※）であること。
（※）「直近３事業年度の平均した１つ下位の職域から課

⾧級に昇進した女性労働者の割合」が「直近３事業
年度の平均した１つ下位の職域から課⾧級に昇進し
た男性労働者の割合」以上である場合は、産業計の
平均値以上で可。

(ⅲ) 40%以上の場合:以下の①と②のいずれか大
きい値以上であること。
①正社員に占める女性比率の８割の値
②40%

次の(ⅰ)と(ⅱ)のいずれかに該当すること。

(ⅰ) 直近の事業年度において、管理職に占め
る女性労働者の割合が産業ごとの平均値
以上であること。

(ⅱ) 「直近３事業年度の平均した１つ下位の
職階から課⾧級に昇進した女性労働者の割
合」÷「直近３事業年度の平均した１つ下
位の職階から課⾧級に昇進した男性労働者
の割合」が８割以上であること。

４．
管理職比率
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プラチナえるぼしえるぼし評価項目

同左

直近の３事業年度のうち､以下ア～エについて、
・常時雇用する労働者数が301人以上の事業主は２項目以上（非正社員がいる場

合は必ずアを含むこと）
・常時雇用する労働者数が300人以下の事業主は１項目以上

の実績を有すること
ア 女性の非正社員から正社員への転換（派:雇入れ）
イ 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換
ウ 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用
エ おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用

５．
多様なキャ
リアコース

【留意点】
（区）の表示のある項目については、雇用管理区分ごとに把握を行うことが必要。
※「雇用管理区分」とは

• 職種、資格、雇用形態、就業形態等の労働者の区分であって､当該区分に属している労働者について他の区分に属している労働者
と異なる雇用管理を行うことを予定して設定しているものをいう。

• 雇用管理区分が同一かの判断にあたっては、従事する職務の内容、人事異動(転勤、昇進・昇格を含む)の幅や頻度において他の
区分に属する労働者との間に、客観的・合理的な違いが存在しているかによって判断する。
(例:総合職（事務系）、総合職（技術系）、一般職（事務系）、契約社員、パートタイム労働者／総合職、エリア総合職、一般
職／ 事務職、技術職、専門職、現業職など)



41

3. 「女性活躍推進法」に基づく認定制度

③その他の基準
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「女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準」以外の基準には以下のものがあります。

その他の基準

プラチナえるぼしえるぼし

同左事業主行動計画策定指針に即して適切な一般事業主行動計画
を定めたこと。１

同左策定した一般事業主行動計画について、適切に労働者への周
知及び外部公表をしたこと。２

次のいずれにも該当しないこと。
• 左記の事項
• プラチナえるぼし認定の申請より前に、一般事業主行動計

画に定められた目標を容易に達成できる目標に変更してい
ること。
※例えば、計画期間の途中で一般事業主行動計画を変更し、

既に定めている目標を下方修正する場合をいう。ただし、
目標を下方修正することなく、一般事業主行動計画の期間
を２～５年の範囲で変更することは差し支えない。

次のいずれにも該当しないこと。
• 認定取消又は辞退（認定辞退通達に掲げる基準に該当する

こと以外を理由とした辞退）の日から３年を経過していな
いこと。

• 職業安定法（昭和22年法律第141号）第５条の６第１項第
３号の規定により、公共職業安定所等が求人の申込みを受
理しないことができる場合に該当すること。

• 女性活躍推進法及び女性活躍推進法に基づく命令その他関
係法令に違反する重大事実があること（関係法令に違反す
る重大事実があった事業主については、是正等を確認して
から１年間を経過していないこと）。

３
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その他の基準

プラチナえるぼし

策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、行動計画に定められた目標を達成したこと。
行動計画は以下を満たしていることが必要です。
• 行動計画は、プラチナえるぼし認定申請を行った日の直近にその計画期間が終了したものであること。
• 行動計画の計画期間は、２年～５年のものであること。

※ 常時雇用する労働者数が301人以上の事業主は、行動計画の始期が令和２年４月１日以降である場合には、行動計画
に定められた２つ以上の数値目標を少なくとも２つ達成していることが求められます。

４

男女雇用機会均等推進者、職業家庭両立推進者を選任していること。５

女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く）のうち、８項目以上を「女性の活躍推進企業データベー
ス」で公表していること。６

雇用管理区分ごとのその雇用する労働者の男女の賃金の差異の状況について把握したこと。７
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